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ⅠⅠⅠⅠ    計画策定の趣旨計画策定の趣旨計画策定の趣旨計画策定の趣旨    

 

 自治体病院の現状は、国の医療制度改革や慢性的な医師不足のほか、人口減

少・少子高齢化により従来にもまして厳しい病院経営を余儀なくされている。 

士別市立病院においても昭和 29 年の開院以来、地域の基幹病院として住民が安

心できる医療の提供に努めてきたが、平成１６年度からの新医師臨床研修制度1の

開始に伴い医師が大幅に減少し診療体制の維持が大変厳しい状況となっている。  

 

こうした中、当院では平成 20 年度から平成 26 年度の７ヵ年間の計画期間で『士

別市立病院経営改革プラン』を策定し、良質な医療の提供はもとより、病院経営

改革のための各種施策に取り組んできたが、医師・看護師不足等様々な理由によ

り大きな成果を得るまでには至っていない状況にある。  

 

このため、現在の『士別市立病院経営改革プラン』を検証するとともに、平成

29 年度末に経営の収支均衡を目標とした『士別市立病院新経営改革プラン』を策

定し、これを着実に実行することにより、地域住民に良質な医療を提供し、士別

市立病院の基本理念である「あたたかい心で良質の医療を行い地域から信頼され

る病院」を目指すものである。  

 

ⅡⅡⅡⅡ    計画の期間計画の期間計画の期間計画の期間    

 

 平成２７年度を初年度とし、平成３０年度までの４年間とする。 

 

※ただし、平成２７年度中に国が示すガイドラインに沿って北海道が「地域医療

構想（ビジョン）2」を策定する予定であることから今後、必要に応じて計画を見

直すこととする。    

    

                                                   

1 新医師臨床研修制度 

従来の臨床研修は、出身大学医局での研修が一般的であったが平成 16年度に医師法を改正

され出身大学以外でも臨床研修病院の指定を受けた病院で研修を受けられるようになった。 

これに伴い都会の大規模民間病院での研修医が増加し医師偏在の一因となった。 

 

2地域医療構想（ビジョン） 

平成 26年に制定された「医療・介護総合確保推進法」により都道府県は、地域の医療需要

の将来推計や報告された情報等を活用して、二次医療圏等ごとの各医療機能の将来の必要量

を 含め、その地域にふさわしいバランスのとれた医療機能の分化と連携を適切に推進する

ための地域医療のビジョンを策定する。 
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ⅢⅢⅢⅢ    市立病院の市立病院の市立病院の市立病院の基本理念基本理念基本理念基本理念及び基本方針及び基本方針及び基本方針及び基本方針    

    

    これまでの基本理念及び基本方針を継承する。 

    

○基本理念 

「あたたかい心で良質の医療を行い、地域から信頼される病院づくりを進めます」 

 

 ○基本方針 

１．医療の進歩に適応すべく日々研鑽し、地域の医療水準の向上に努めます。 

１．患者様の人権を尊重し、相互の信頼関係に基づいた医療の提供に努めます。 

１．職員は、医療人としての役割・倫理性を自覚し、その資質向上に努めます。 

１．公共性を確保し、効果的で健全な病院経営に努めます。 

 

ⅣⅣⅣⅣ    現在の市立病院経営改革プラン現在の市立病院経営改革プラン現在の市立病院経営改革プラン現在の市立病院経営改革プラン（（（（20202020 年度～年度～年度～年度～26262626 年度）年度）年度）年度）の検証の検証の検証の検証    

 

１．経営改革プラン実施概要 

 

「士別市立病院経営改革プラン」は、平成 20 年度から 26 年度までの 7 年間を計

画期間とし、先に掲げた病院の基本理念と４つの基本方針に基づき病院経営改革

に取り組んだ。 

 しかし、医師及び看護師不足の影響から、プランと決算が大きく乖離している

ことから、23 年 3 月に一部数値目標を見直すとともに、具体的取組項目について

は 51 項目を掲げての取り組みとなった。 

 

平成 27 年度から「新病院経営改革プラン」を策定するのにあたり、これまでの

主な取り組み状況を検証する。 

 

○「医師確保対策」 

紹介業者、ホームページ、新聞広告、道内医育大学医局の訪問、知己を通じた

医師募集により、一定の医師確保ができたものの、医育大学からの派遣医師数の

減少などもあり、平成２０年度１４名だった常勤医師が平成２６年度では１２名

にとなった。 

こうした状況の中、出張医を確保することにより医療提供体制の維持を図った。 

また、医師修学資金の貸付制度の創設により３名が修学、研修中であるが、今

後においても医師確保は病院経営上の最重点課題として取り組む必要がある。 
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○「看護師確保」 

看護師修学資金貸付額の増額、看護師研究資金貸付制度の創設による看護師確

保を図った。 

一時は看護師数の不足から療養病棟を休床しなければならない状況となったが、

地域における患者数の減少傾向もあり、平成２６年度には患者数に応じた病棟体

制へ見直しを図り、一般病棟の 10 対１の看護師配置基準を維持する中で療養病棟

の再開に至った。 

 

○「病院規模の見直し」 

許可病床を一般、療養合わせて１９９床とする中、患者数、医師数、看護師数

の状況に応じて病棟再編、運用病床数を変更しながらの病院経営を行い、平成２

７年２月からは一般病床２病棟１２０床、療養病床１病棟３０床での運用となっ

た。 

この間、平成２５年度には「亜急性期病床3」4 室 16 床を開設し、患者確保、

収益の向上に一定の役割を果たしたところであるが、26 年度診療報酬改定により

制度が廃止となり今後は、新たに「地域包括ケア病床4」の取得を目指す。 

 

○「在宅医療」 

訪問看護室の看護師増員など訪問診療体制を充実したが、さらに在宅医療のニ

ーズが増加することが予想されその対応が急がれる。 

 

○「センター病院との広域・連携」 

平成２５年度には道北４病院による道北北部医療連携協議会によるポラリスネ

ットワーク5を救急診療業務で運用を開始したが、今後は参照型医療機関の拡大と、

診療情報の共有、連携の強化を図る必要がある。 

 

 

 

 
                                                   

3 亜急性期病床 

急性期治療を経過した患者や、在宅・介護施設等からの患者で症状の急性増悪した患者に対

して、在宅復帰支援のため、効率的でかつ密度の高い医療を一定の期間（最高 60日間）提

供する病床（26年度診療報酬改定により「地域包括ケア病床」に変更） 

 

4 地域包括ケア病床 

入院治療後、病状が安定した患者に対して、リハビリや退院支援など、効率的かつ密度の高

い医療を提供する為の病床 

 

5 ポラリスネットワーク 

国の地域医療再生交付金により整備した、道北北部４医療機関（稚内、名寄、枝幸、士別）

を結ぶ診療情報ネットワークシステム 
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２．経営改革プランの数値目標と推移 

    

患者一人当たりの入院・外来診療単価については診療報酬の改定もあり、改革

プラン目標を上回っているものの、患者数の減少により全体収益は減少しており、

経常収支比率、医業収支比率、職員給与対医業収益比率6とも目標値をクリアでき

ていない状況となっている 

 

目 標 値

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

一般病棟(%) 65.4 67.5 72.2 65.8 61.2 58.7 61.9 73.7

療養病棟(%) 84.2 93.2 86.9 62.3 63.8 16.2 0 90

一般病棟診
療単価(円)

32,630 32,172 32,930 32,131 35,297 37,126 37,246 30,800

療養病棟診
療単価(円)

12,414 13,328 13,365 13,149 13,348 14,301 0 13,400

6,446 6,870 7,162 7,137 7,323

経常収支比率(%)

医業収支比率(%)

不良債務比率(%)

計(円）

外来診療単価（円）

入院

病床利用率

7,892 7,160

37,246 28,712

7,591

36,445

52.1 53 48.2

39.9 － － －

51.2

－ － － △0.8

29,837 29,109

81.7 83.1

職員給与対
医業収益比率(%)

55.1 51.1 50 52

29,939 29,771 32,943

項　　　目

実 績

83.9 80.6 88.1

86.8 113.3 96.5 96.5 95.6 96.9 96.6 96.7

84.2 86.3 88.2

 

    

    

    

                                                   

6 経常収支比率        （医業収益＋医業外収益）×１００（％）                       

                  医業費用＋医業外費用 

 

 医業収支比率         医業収益  × １００（％）  

                医業費用 

 

職員給与対医業収益比率      職員給与費 × １００（％） 

               医業収益 
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３．一般会計繰入金の状況（平成 17 年度から 25 年度） 

 

プラン初年度の平成 20 年度においては、それまでの累積不良債務 13 億 2 千万

円を解消するため 7 億円の病院事業特例債7を借り入れたほか、一般会計からの繰

入で対応した。 

21 年度以降は年度末に一般会計からの追加繰入金により不良債務8は発生して

いないが、毎年 10 億円を超える繰入額となっており、市全体の財政運営を考慮し

た場合、今後、不足額を一般会計が負担することは厳しい状況である。 

 

                               （百万円） 

 

Ｈ20～Ｈ25 における（  ）内数値は経営改革プランによる予定額 

 ※平成２５年度は「病院事業特例債２億円」の繰上償還分を含む 

 

 

                                                   

7 病院事業特例債 

平成 20年度の「公立病院改革ガイドライン」に基づき平成１５年度以降の医師不足の深刻

化等により新たに発生した不良債務等を長期債務に振り替えることが特別に許可された地方

債（平成 20年度に限り認められた制度）  

 

8 不良債務 

流動負債（一時借入金を除く、未払い金、前受け金など）が流動資産（現預金、未収金、前

払い金など）を超える部分。資金不足の状態を表す。 

214 213 223 216 275 279 296 285 293

342 407 370

1,359

817
937

760 742

1,036

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H１７ H１８ H１９ H２０ H２１ H２２ H２３ H２４ H２５

一般財源等

地方交付税算入額

556
620

1,575
(1,509)

593

1,092
( 798)

1,216
( 782)

1,056
( 971)

1,027
( 938)

1,329
( 898)



 

6 

 

                                                                                                                                 

４．患者数の状況（平成 20 年度から 25 年度） 

    

    当院の医療圏人口の減少に伴い入院・外来患者ともに減少が続き、平成 24 年 8

月に看護師不足から療養病棟を休床したことにより入院患者が大きく減少した。 

62,743 62,214 
54,866 

45,346 
39,568 40,440 

157,973 

154,077 

155,876 

142,006 

137,186 

130,256 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25

入院患者数

外来患者数

（単位：人）

 

        診療科毎の入院・外来患者の状況 

 

（人）

20年度 25年度 20年度 25年度
内科 17,782 23,470 40,580 40,598
（循環器） 9,226 9,063 20,666 13,883
（消化器） 6,857 14,240 12,874 16,515
（一般） 1,699 167 7,040 10,200
外科 17,942 8,309 12,136 6,368
整形外科 16,402 8,227 30,532 23,738
療養診療科 10,200 2,345 3,711
麻酔科 417 434 1,061 1,494
小児科 13,578 11,334
婦人科 3,281 2,547
精神神経科 13,597 9,054
皮膚科 12,181 10,937
泌尿器科 7,031 4,822
眼科 10,738 8,703
耳鼻咽喉科 4,370 775
人工透析 6,543 6,175

計 62,743 40,440 157,973 130,256

入院 外来
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５.具体的取組項目の実施状況 

 

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績

①市民に信頼され
る医療の提供を目
指して

3 3 7 11 2 3 7 1 1 19 19

②市民に親しまれ
る病院を目指して

3 3 2 2 5 5

③ 経 営 の 改 善
(1)一般事項

1 1 4 4 1 1 6 6

③ 経 営 の 改 善
(2)収入

3 3 7 7 1 1 11 11

③ 経 営 の 改 善
(3)支出

3 3 7 7 10 10

計 13 13 27 31 2 3 9 3 1 51 51

　　　計

区　　分

継続実施 実　施 一部実施 検　討 未着手

           

実施件数 47 件（実施率 92.2％） 

 

未着手  1 件  

・費用対効果を検討した結果「病院機能評価9」のみ、未着手となった。 

 

具体的な取り組み内容については「別添資料」による。 

 

 

 

 

 

                                                   

9 病院機能評価 

公益財団法人日本医療評価機構が、病院が組織的に医療を提供するための基本的な活動が、

適切に実施されているかどうかを評価する仕組み。 
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ⅤⅤⅤⅤ    今後の今後の今後の今後の病院運営の病院運営の病院運営の病院運営の基本的な考え方基本的な考え方基本的な考え方基本的な考え方    

    

 いわゆる団塊の世代が７５歳を迎える２０２５年に向けて、病院・病床機能の

分化・強化と連携（急性期医療への医療資源の集中投入等） 、在宅医療の充実、

重点化・効率化等が求められるとともに、住民が可能な限り住み慣れた地域で、

自分らしい暮らしを続けるための「地域包括ケアシステム10」の中心的役割を果

たすための機能を持った病院経営に努めるものとする。 

 

 この基本的な考え方を推進するための柱として以下の５項目を掲げそれぞれ具

体的な方策を定める。 

 

① さらなる高齢化に伴ない増加が見込まれる慢性期患者の対応のため、「長期

入院体制」の充実。 

② 訪問診療、訪問看護・訪問リハビリなど「在宅医療の充実」。 

③ 上川北部２次医療圏のセンター病院である「名寄市立総合病院との連携強化

及び機能分化の明確化」。 

④ 士別地域医療圏の「公立診療所、民間医療機関との連携強化」。 

⑤ 「地域包括ケアシステム」における士別市立病院の役割の明確化、介護施策

との連携 

 

ⅥⅥⅥⅥ    具体的な方策具体的な方策具体的な方策具体的な方策    

  

① 長期入院体制の充実 

 

本市の６５歳以上の人口割合は非常に高く、１０年後（２０２５年）には

４０％を超えるものと見込まれている。 

また、近年の当院の入院患者の多くは８０才を超えており、超高齢者が多

いことから合併症の併発などにより療養期間が長くなる傾向にある。 

こうした状況の中、一般病棟の再編・統合により平成２４年に休床した療

養病棟を平成２６年１０月に再開（２５床運用）、２７年２月に３０床とし

たところであるが、今後も需要が見込まれることから療養病床を増床する。 

 

 

                                                   

10 地域包括ケアシステム 

団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れ

た地域で自分らしい暮らしを最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・

生活支援が一体的に提供される体制 
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② 在宅医療の充実 

 

６０％以上の国民が「自宅での療養」を希望し、本市においても高齢世帯

など通院が困難な患者などの増加し訪問看護件数が急激に増加しているこ

とから訪問看護体制の充実を図る。 

また、退院後においても生活機能の維持向上のためのリハビリテーション

が重要であり訪問リハビリの体制を強化する。 

 

③ 名寄市立総合病院との連携強化及び機能分化・明確化 

 

平成２６年度の医療法改正により「病床機能報告制度11」のほか都道府県

が「地域医療構想」を策定し各病院がそれぞれの機能・役割を明確にしたう

えでの病院経営が求められている。 

 また、名寄市立総合病院が「救命救急センター」開設を予定していること

から、互いの病院の機能・役割について協議する。 

 

④ 公立診療所、民間医療機関との連携強化 

 

医師不足の中、かかりつけ医としての１次医療機関との連携が重要であり、

今後とも公立診療所、民間医療機関との連携を強化する。 

 

⑤ 地域包括ケアシステムの充実 

 

住民が住み慣れた地域で医療・介護・福祉サービス一体的に受けるために

は市内で唯一の入院施設である市立病院の果たす使命は大きく、介護・保健

行政さらに、民間を含む地域の介護・福祉施設との連携のもと地域包括ケア

システムを充実する。 

 

 

 

 

 

 

                                                   
11 病床機能報告制度 

平成 26 年度の医療法改正により一般病床・療養病床を有する病院・診療所が、当該病床にお

いて担っている医療機能の現状と今後の方向について、病棟単位で、「高度急性期機能」、「急

性期機能」、「回復期機能」及び「慢性期機能」の 4 区分から 1 つを選択し、その他の具体的

な報告事項とあわせて、都道府県に報告する制度。 
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ⅦⅦⅦⅦ    経営経営経営経営改善計画改善計画改善計画改善計画    

 

○病院機能の明確化 

 

 人口減少により医療需要が減少する見込みの中、地域の医療需要を的確に把握

し市立病院が今後、目指す姿を明確し体制を整備する。 

 

項　目 具体的な取り組み ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

市民が安心できる医療体
制の提供

2次救急医療体制の維持 継続実施

名寄市立総合病院との連携強化
一部
実施

検討
実施

他の急性期病院からの慢性期、回復期患者の受入
れ体制の検討

検討

民間医療機関との連携強化
一部
実施

検討
実施

今後の医療需要に応じた病院機能の検討 検討

高齢化社会に対応した医
療の提供

療養病床の増床による長期療養患者の受入れ
一部
実施

検討
一部実施 実施

訪問診療・看護・リハビリ等在宅医療の強化 継続実施 実施

地域包括ケア病床の効率的・効果的運用 検討

地域医療室と介護・福祉施設等の連携による地域
包括ケアシステムの構築

検討 検討 実施
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○医師確保対策 

  

市立病院の存続並びに経営の改善を図る上で、医師の確保が最重要課題である

ことから、病院だけでなく市全体の課題として全力で取り組む。 

 

項　目 具体的な取り組み ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

医師確保の推進 道内医育大学との連携 継続実施

大規模民間病院との連携 検討

知己・地縁を通じた招致活動の推進 継続実施

インターネット及び民間紹介業者の積極的活用 実施

インセンティブ手当１２等の検討 実施 検討

医師負担軽減
医師事務作業補助の強化、オーダリングシステム
の機能向上による診療業務負担軽減

一部
実施

検討
実施

コンビニ受診抑制などの市民周知 継続実施

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インセンティブ手当12 

 

 

                                                   

12 インセンティブ手当 

「出来高給」「報奨金」「業績手当」など、成功報酬手当 
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○収益確保 

  

 病院経営改善のためには医業収益の増収が最も重要であり、入院患者の確保に

最大限努めるとともに新たな収益確保に取り組む。 

項　目 具体的な取り組み ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

患者確保
療養病床の増床による長期療養患者の受入れ
（再掲）

一部
実施

検討
一部実施 実施

他の急性期病院からの慢性期、回復期患者の受入
れ体制の検討（再掲）

検討

入院透析患者の受入れ 継続実施

市民公開講座や病院見学会による病院機能の市
民周知

継続実施

医業収益の確保
訪問診療・看護・リハビリなど在宅医療の充実（再
掲）

継続実施 実施

診療報酬算定における新たな加算などの取得 継続実施

人間ドック枠の拡大、レディースドックの検討
検討

一部実施

ＣＴ、ＭＲＩなど民間医療機関からの読影受託の検討 検討

未収金対策 民間会社への徴収業務委託の検討 検討
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○患者サービスの向上 

 地域医療の中核病院として市民に信頼されるサービスを提供する。 

 

項　目 具体的な取り組み ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

市民サービスの向上 医師・看護師等医療スタッフ接遇研修の実施
一部
実施

実施

病院コンシェルジュの配置 実施

外来待合室環境改善 検討

入院、外来患者アンケートの実施 継続実施

内科外来診療体制見直しによる待ち時間の解消 実施

 

  

 

○効率的な業務の取り組み・経費の削減 

 

 徹底した経費の節減を図るとともに、今後の病院の経営形態について検討する。 

項　目 具体的な取り組み ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度

経営形態の検討 地方公営企業法の全部適用等、経営形態の検討 検討

効率的業務の取り組み 各部門におけるバランス・スコアカード等の導入
一部
実施

検討
一部実施 実施

医事業務、給食業務など委託業務の見直し 継続実施

患者数に応じた適正な職員配置
検討
実施

時間外勤務の削減 継続実施

経費の削減 病院内照明ＬＥＤ化の推進
一部
実施

検討

院内各種委員会の見直し 検討

看護師修学資金貸付の抑制 実施
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ⅧⅧⅧⅧ    一般会繰出基準一般会繰出基準一般会繰出基準一般会繰出基準の見直しの見直しの見直しの見直し    

 

 一般会計からの病院事業会計繰出基準13の見直しに当たっては、その積算根拠

を見直すとともに、今後、高齢者の比率が増加し、地域医療全体の流れが「入院

から在宅へ」と向かうなかでそれらを支える療養、訪問、リハビリテーションの

医療分野、子ども・子育てを支援する小児医療等の体制を確保するための経費を

新たに繰出基準とし、病院建設改良に係る企業債償還金について見直しを行った。 

また、新経営改革プランに実施に当たり、当初収支不足が見込まれることから

２か年にかぎり特別繰り出し行う事とした。 

今後は、不採算医療等自治体病院の果たすべき役割を慎重に検討するとともに

一般会計の負担内容について基準を明確にする。 

１１１１    交付税算定（総務省基準内）分交付税算定（総務省基準内）分交付税算定（総務省基準内）分交付税算定（総務省基準内）分    

① 積算方法を見直したもの 

 ・保健衛生行政事務に要する経費 

   （地方財政計画積算額） 

 ・リハビリテーション医療に要する経費 

（地方財政計画積算額） 

② 今回除外したもの 

・共済追加費用の負担金に要する経費 

   

２２２２    士別市独自分（総務省基準外）分士別市独自分（総務省基準外）分士別市独自分（総務省基準外）分士別市独自分（総務省基準外）分    

① 新たに追加したもの 

 ・療養病棟運営に要する負担経費（収支差額を限度とする） 

 ・訪問診療医療に要する経費（収支差額を限度とする） 

 ・小児科医療に要する経費（収支差額を限度とする） 

 ・産婦人科医療に要する経費（収支差額を限度とする） 

② 積算方法を見直したもの 

 ・精神科医療に要する経費（収支差額を限度とする） 

 ・企業債元金償還に要する経費（移転改築分） 

   （基準外全額 → 病床縮小分を案分算入） 

・企業債償還利子に要する経費（移転改築分） 

   （基準外全額 → 病床縮小分を案分算入） 

                                                   

13 病院事業会計繰出基準 

地方公営企業法上、 

① その性質上企業の経営に伴う収入をもって充てることが適当でない経費 

② その公営企業の性質上能率的な経営を行ってもなおその経営に伴う収入のみをもって 

充てることが客観的に困難であると認められる経費 

等については、一般会計等が負担するものとされており、この経費負担区分ルールについて

は毎年度「繰出基準」として総務省より示される。 
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③ 今回除外したもの 

 ・看護師確保対策に要する経費 

 ・医療機器賃貸借に要する経費（レンタル） 

 ・企業債元金償還に要する経費（医療機器分） 

 ・企業債償還利子に要する経費（医療機器分） 

 

３３３３    新新新新経営改革プラン実施に伴う経過措置として特別繰入を設ける経営改革プラン実施に伴う経過措置として特別繰入を設ける経営改革プラン実施に伴う経過措置として特別繰入を設ける経営改革プラン実施に伴う経過措置として特別繰入を設ける    

                    

     プラン初年度補てん額   １６０，０００千円 

     プラン２年目補てん額    ８０，０００千円 

     

 

 

 

ⅨⅨⅨⅨ    今後の収支見込み今後の収支見込み今後の収支見込み今後の収支見込み及び目標値の設定及び目標値の設定及び目標値の設定及び目標値の設定    

① 収支試算の前提 

・診療体制      現在の体制を維持 

・一般病棟入院患者数 100名/日 

・療養病棟入院患者数  25名/日 

・外来患者数     26年度見込みと同程度で推移 

 

② 「経営改善計画」実行による主な効果額を以下の通り見込む 

 

（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）

27年度 28年度 29年度 30年度

50 120 120

20 40 40 40

6 6 6 6

40 60 60 60

66 156 226 226

療養病棟増床による入院収益の増

経営改革プランによる収支改善見込み

看護師修学資金貸付抑制（10名→2名）

在宅医療の充実、各種加算の獲得、健診の拡大等

病棟再編に伴う職員採用抑制、委託業務等の見直し

合 計
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【収益的収支】【収益的収支】【収益的収支】【収益的収支】 （百万円）（百万円）（百万円）（百万円）

項　目 25年度決算 26年度見込 27年度 28年度 29年度 30年度

病院事業収益 3,171 3,160 3,463 3,453 3,443 3,443

　医業収益 2,789 2,696 2,875 2,945 3,015 3,015
　　うち入院 1,506 1,427 1,593 1,663 1,733 1,733
　　うち外来 1,028 1,014 1,016 1,016 1,016 1,016
　　うち一般会計（救外分） 121 121 142 142 142 142
　　その他（健診センター収益外） 134 134 124 124 124 124
　医業外収益 382 360 428 428 428 428
　　うち一般会計（医師確保対策など） 345 322 391 391 391 391
　特別利益（一般会計特別分） 104 160 80

病院事業費用 3,404 3,411 3,363 3,328 3,311 3,319

　医業費用 3,363 3,265 3,310 3,275 3,258 3,266
　　人件費 2,210 2,109 2,125 2,107 2,065 2,073
　　材料費 588 597 604 618 633 633
　　経費 565 559 581 550 560 560
　医業外費用 21 21 19 19 19 19
　特別損失・その他 20 125 34 34 34 34

収益的収支① -233 -251 100 125 132 124

【資本的的収支】【資本的的収支】【資本的的収支】【資本的的収支】

資本的収入 501 493 500 399 245 160

　うち一般会計（建設・医療器械分） 301 330 247 244 180 95
　うち一般会計（修学資金分） 19 14 5 5 5 5
　うち一般会計（特例債繰償還分） 100
　企業債借入 75 149 248 150 60 60

資本的支出 511 520 628 502 375 274

　企業債償還（建設・医療器械分） 315 328 323 332 278 177
　企業債償還（特例債償還） 100
　資産購入費 75 172 285 150 77 77
　施設改修費・投資 21 20 20 20 20 20

資本的収支② -10 -27 -128 -103 -130 -114
 

【当該年度収支】

収益的収支①＋資本的収支② -243 -278 -28 22 2 10

                                                                

 ※新経営改革プランにおける一般会計特別繰入（経過措置分）は 27・28 年度の

特別利益に計上。 

 ※26 年度の特別繰入１０4 百万円は会計制度変更にともなう単年度限りの措置。 

 ※現金の移動を伴う科目のみ計上したため予算・決算額とは異なる。 
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【今後の一般会計繰出見込み】 
（百万円）（百万円）（百万円）（百万円）

項　　目 25年度決算 26年度見込 27年度 28年度 29年度 30年度

一般会計繰出計（繰出基準分） 886 891 785 782 718 633

特例債繰上げ償還分 200

特別繰入 243 278 160160160160 80808080 0 0

一般会計繰出計 1,329 1,169 945 862 718 633
 

 

 ※病院建設時の償還金が 29 年度末をもってほぼ終了することにより、これに

対する一般会計繰出金（繰出基準分）が段階的に減少する見込み。 

 

【新経営改革プラン目標値】 

  

  

目 標 値

25年度 30年度

一般病棟(%) 75.1 83.3

療養病棟(%) 0 90.0

一般病棟診
療単価(円)

37,246 40,000

療養病棟診
療単価(円)

0 17,000

項　　　目

実 績

経常収支比率(%) 96.6 100以上

医業収支比率(%) 80.6 100以上

53 50未満
医業収益比率(%)

職員給与対

入院

稼働病床に対する
利用率

7,892 8,200外来診療単価（円）
 

 

注）２６年度に大幅な公営企業会計制度が変更となったことから、現在、経常収支比率、医

業収支比率の適正基準を国が見直しており、明らかになった時点で再度検討する。 

 

 



1 医師の確保対策

常勤医師不足は深刻の度を深めていることから、これ
まで以上に医師確保に努めるとともに、医師を減らさな
いことにも万全を期します。
・大学医局に対する働きかけの強化
・インターネットを活用した募集
・女性医師確保に向けた対応
・民間医師紹介業者を通した医師の確保
・知己等を活用した医師の確保

・医師修学資金貸付制度の創設（３名貸付）

・医師確保状況
　 平成20年度　消化器内科医１名
    平成21年度　消化器内科医２名、一般内科医１名
    平成24年度　循環器内科医２名、健診専従医１名
    平成25年度　消化器内科医１名

2 医師の勤務状況の改善

医師の勤務状況が過重となっていることから、その抑
制に向けた対策を講じます。
・事務補助職員配置による医師業務の軽減対策
・医師の超過勤務の抑制対策
・いわゆるコンビニ受診（注3）の抑制対策

・医師事務補助署員の配置
・診療手当の創設
・特殊勤務手当の改正
・コンビに受診抑制の広報等による周知

3 臨床研修医の確保
平成１９年９月に臨床研修病院に指定されていること

から、臨床研修医の確保に努めます。

・平成21年９月から省令改正により臨床研修協力施設とし
ての指定
　平成22年度　2名（北大）
　平成23年度　1名（北大）
　平成24年度　1名（北大）
　平成26年度　1名（北大）

4 看護師の確保
看護師不足が深刻化していることから、入院病棟の看

護体制１０：１が維持できるよう看護師の確保を図りま
す。

・看護師修学資金の貸付
　　（貸付限度額の引上5万円→7万円）
・1日看護体験等の開催
・看護師研究資金貸付制度の創設（1名貸付）
・看護師確保状況
　　平成20年度　10名
　　平成21年度　  7名
　　平成22年度　  8名
　　平成23年度　  9名
　　平成24年度　12名
　　平成25年度　13名
　　平成26年度　11名

5 専門外来の充実

病院が有する医療資源を活用し、専門外来を開設しま
す。
・脊椎専門外来の開設
・療養診療科外来の開設
・呼吸器専門外来の開設

・脊椎専門外来の開設（H20～25）
・療養診療外来の開設（H20～）
・呼吸器専門外来の開設（Ｈ20～23）
・禁煙外来の開設（Ｈ21～23）
・ストーマ外来の開設（H22～）
・ペースメーカー外来の新設（H24～）
・スキンケア外来の新設（H25～）

6 内視鏡センターの拡大
医師及び医療スタッフの特徴を生かすため、内視鏡セ

ンターの機能強化について検討します。

・内視鏡センターの拡張
・ＰＥＧセンターの併設
・日本内視鏡学会の指導施設として認定
・カプセル内視鏡・小腸内視鏡検査開始

7 糖尿病センターの充実
平成19年に設置した糖尿病センターの充実を図りま

す。
・糖尿病教室の開催

クリティカルパス（注4）の導入を検討し、患者に分
かりやすい医療の提供、治療の標準化などによる平均在
院日数の短縮などを図ります。

・胃瘻ボタン交換、大腸内視鏡、糖尿病クリティカルパスの
設定

ＮＳＴ（栄養サポートチーム）（注５）の活用、推進
を図ります。

・ＮＳＴ（栄養サポートチーム）の介入

　医療依存度の高い患者さんの退院を積極的に支援し、
在宅医療の拡大について検討します。

・訪問看護、往診の実施

  訪問診療及び訪問看護業務の24時間体制の検討 ・訪問看護の24時間体制整備

10 健診体制の充実
予防医療を推進するため、メタボリック健診及び脳

ドック等の充実を目指します。

・生き生き健康チェックの実施
・オプション検査のセット化の実施
・脳ドックの開設
・企業健診の実施

11 医療安全体制の充実

平成１９年６月に医療安全管理委員会を立ち上げると
ともに、マニュアル（手引書）の見直しを行なったが、
今後ともインシデント（注６）（ヒヤリ・ハット）、ア
クシデント（注7）等の事例検証と分析等によるソフ
ト・ハードの両面からの改善や医療安全研修の充実を図
ります。

・医療安全委員会の活動推進
・各種マニュアルの修正
・職員研修の実施

12
医療スタッフの資質向
上

医療スタッフの資質向上のため、看護師やコメディカ
ル（注８）部門の専門資格取得を促し、病院の医療水準
の向上と職員の意欲の向上を図ります。

・認定看護師資格取得資金貸付制度の創設
・資格取得者院長表彰の実施

13 病院機能評価の受審
病院の優れている点や改善すべき点を把握し、医療の

質の向上とサービスの充実を目指して病院機能評価の受
審を目指します。

・費用を伴うことから未実施

項　目 取　組　内　容

平成20年度～26年度取組事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別添資料平成20年度～26年度取組事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別添資料平成20年度～26年度取組事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別添資料平成20年度～26年度取組事項　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別添資料

①市民に信頼される医療の提供を目指して①市民に信頼される医療の提供を目指して①市民に信頼される医療の提供を目指して①市民に信頼される医療の提供を目指して

取　組　と　実　績№

チーム医療の推進

在宅医療の充実9

8

1



14
高度医療機器の計画的
整備

高度医療機器の購入にあっては、今後の患者の動向や
医療ニーズに適したものを選定するなど、計画的に整備
を進めます。

・ＭＲＩの整備
・ＰＡＣＳ（道北北部連携ネットワーク）の整備

15
センター病院との広域
化・連携の検討

北海道が策定した「自治体病院広域化・連携構想」及
び「公立病院改革ガイドライン」の趣旨を踏まえ、セン
ター病院である名寄市立総合病院との広域化・連携につ
いて検討を図ります。

・道北北部医療連携協議会の設置
・ポラリスネットワークの整備

16 外来化学療法の推進
今後患者数の推移を見ながら、化学療法室体制の充実

を図ります。
・患者に応じた化学療法の実施

17
介護老人福祉施設、介
護老人保健施設の検討

療養病床を含めた中で、今後更なる患者の動向や医療
ニーズに適した施設の検討を図ります。

・休床病床の早期再開を目指し、介護老人保健施設等の設置
はしない検討結果となった。

1
外来診療待ち時間の改
善

待ち時間の多い部門の業務見直しなどを図り、可能な
限り待ち時間の短縮に努めます。

・アンケートの実施
・外来診療開始時間の繰り上げの実施
・予約時間の変更等の実施
・声掛けの励行
・待合室にテレビの設置

2 広報活動の充実強化

病院について一層市民に知っていただくため広報活動
を充実強化させます。
・病院ホームページの充実
・院内広報紙の発行
・「広報しべつ」、地元新聞への医療情報の提供

・病院ホームページの充実リニューアルの実施
・「知って得する医学の知識」地元紙連載
・市民公開講座の開催

3 地域との交流

市民と病院の交流の場として、平成１１年から毎年
「病院フェスタ」（注９）を開催しているが、今後とも
継続していくとともに、新たに「病院出前講座」を２６
のメニューを用意して実施し、市民の健康増進と交流を
目指します。

・病院フェスタの開催、まなびとくらしのフェスティバ
ル参加。
・出前講座の実施

4
病院ボランティアの活
用

患者さんが少しでも安心して診療が受けれるよう、こ
れまで病院ボランティアや図書ボランティアとして活動
をしていただいていますが、一層の活動強化を図りま
す。

・病院ボランティア・図書ボランティアの活動協力
・市立病院応援隊との協働

5 職員の接遇の徹底
病院で働く全ての職員（委託業者を含む。）の接遇の

向上を図り、市民に親しまれる病院を目指します。
・接遇研修の実施
・患者サービス委員会の設置（H26）

取　組　内　容

②市民に親しまれる病院を目指して②市民に親しまれる病院を目指して②市民に親しまれる病院を目指して②市民に親しまれる病院を目指して

№ 項　目

取　組　実　績

取　組　実　績

№ 項　目 取　組　内　容

2



産婦人科及び小児科の入院中止に伴ない、現在休床扱
いしている４０床を廃止し、一般病床２４０床を２００
床とします。

また、医師及び看護師の不足から、当面は一般病床を
１６０床、療養病床３０床の計１９０床の体制で病院運
営を図ってまいります。

・H20.8.1運用病床見直し
　一般　200床　→　160床
　療養　 30床　→　30床

プラン作成時に病床数の見直しを行いましたが、依然
として医師及び看護師不足の影響から一般病床を179
床、療養病床20床の計199床とします。

また、当面は一般病床を150床、療養病床20床の計
170床の体制で病院運営を図ってまいります。

・H23.4.1運用病床見直し
　　一般　150床　　療養　　20床
・H23.5.1許可病床変更
　　一般　179床　　療養　20床
・H24.8.1運用病床見直し
　　一般　150床　　療養　　0床
・H25.11.1運用病床見直し
　　一般　144床　　療養　　0床
・H26.10.1運用病床見直し
　　一般　144床　　療養　30床

2
地方公営企業法の全部
適用の検討

病院は、現在地方公営企業法の財務規程のみ（一部適
用）を適用しているが、組織及び職員の身分取り扱いに
ついても適用（全部適用）することにより、企業として
より自由な運営が可能とされていることから地方公営企
業法の全部適用について検討します。

　「一部適用」であっても経営改善に向けなすべきこと
は同じで、医師・看護師不足中なか大きな改善を見込む
ことは困難であり、「全部適用」を導入してもそのメ
リットを見出すことは現時点において難しく、人事、組
織管理部門の事務量の増加などデメリットに対する懸念
のほうが多いと判断。

3
職員全員参加による経
営改革の推進

職員に対して経営状況を明らかにすることなどによ
り、経営に対しての意識付けを行い、「業務改善提案」
を定期的に求めるとともに、現在設置している「病院改
革推進会議」の有効活用を図り、職員全員参加による経
営改善の推進を実施します。

・病院改革推進会議の開催
・病院決算状況・改革プラン実績説明会の開催
・病棟再編説明会の開催

4
経営感覚に優れた人材
の育成

厳しい病院経営を踏まえ、経営感覚に優れた人材を育
成するため、医療スタッフの人材を事務・管理部門で活
用し、その育成について検討します。

・経営戦略室長を配置

5
民間アドバイザーの活
用

民間のコンサルティングを活用することにより、収益
改善、コストの適正化等について検討します。

・地方公営企業経営アドバイザー派遣事業（H23）
・病院収支改善コンサルタント業務委託（H24）

1 病床利用率の向上
病床利用率の数値目標を定め、病床利用の向上を図り

ます。

実質病床に対する利用率（％）
　　　　　　一般病床　 療養病床　　 計
　　19年度　　78.5 　　84.2 　　79.2
　　20年度　　83.1 　　93.2 　　84.5
　　21年度　　90.2 　　86.9 　　89.7
　　22年度　　82.3 　　62.3 　　79.1
　　23年度　　73.7 　　66.5 　　72.9
　　24年度　　70.1 　　48.3 　　69.0
　　25年度　　75.1 　　　-　 　　75.1
  　 26年度

2 各種健診の推進
成人病健康診断（人間ドック）を始め、各種健診の拡

大を図ります。

・生き生き健康チェックの実施
・オプション検査のセット化の実施
・脳ドックの開設
・企業健診の実施

3 未収金対策の推進
未収金の発生を抑制するとともに、電話催告、訪問徴

収等督励体制の強化を図ります。

・入院宣約書の変更（身元保証欄を連帯保証を兼ねる）
・支払宣約書の作成
・市の未収金対策会議と連携

4
診療報酬点数の適正把
握

診療行為の記載漏れ等が発生しないよう努めるととも
に、レセプト（診療報酬明細書）点検強化、患者保険証
の確認強化等により査定減や返戻の防止を図ります。

・査定率（％）
　19年　20年　21年　22年　23年　24年　25年
　0.28　0.23　0.27　0.37　0.35　0.46　0.74

5 使用料等の検討
文書料などの使用料について、応益性、応能性の見地

から適正な額であるか検討を図ります。
・適正な額の検討のほか消費税増税に伴う使用料等の改
定実施

取　組　実　績取　組　内　容

③経営の改善③経営の改善③経営の改善③経営の改善

（１）一般事項（１）一般事項（１）一般事項（１）一般事項

№ 項　目

№ 項　目

（２）収入の確保（２）収入の確保（２）収入の確保（２）収入の確保

取　組　実　績取　組　内　容

病院規模の見直し1

3



7
医療法上の施設基準の
確保

医療法で定められた標準医師数に対して、医師数が７
０％を下回ると入院基本料が減額されることから、常勤
医、出張医の確保に努めます。

　　　　　　　　　平成21年3月　平成26年3月
　標準医師数　　　　　19.31人　　　14.96人
　常勤換算医師数　　　17.50人　　　17.96人

8
一般会計繰入金のルー
ル化

一般会計繰入金について内容を精査し、ルール化を図
ります。

ルール化した新たな繰入金
・病院建設改良に要する経費
・リハビリテーションに関する経費
・高度医療に関する経費
・療養病棟運営に関する経費
・公立病院特例債償還に要する経費
・医師確保に要する経費

9
画像診断機器等の有効
活用

病院の放射線画像診断機器について民間医療機関等に
よる有効活用を図ります。

・他医療機関からの依頼によるCT・MRI検査の実施
・他医療機関での腹部・心エコー検査支援

10 指導管理料の増
指導管理料の請求に係る医師研修等を実施し、算定

ルールの周知徹底を図ります。
・許可病床199床にしたことに伴う算定変更等の周知

11
外来再診料及び各管理
加算の取得

一般病床が200床未満になることにより、外来の再
診料及び各管理加算の取得を図ります。

・許可病床199床にしたことに伴う再診料、外来管理
加算、特定疾患管理料の算定

1 病院人員配置の見直し
病床数の削減に伴ない、病院の人員配置の見直しを行

ないます。

　　　　　　　   平成20年4月　　平成26年4月
　看護職　　　　　　143人　　　　　 120人
　コメディカル　　　  40人　　　　　　38人
　事務局　　　　　　  19人　　　　　　13人
　　　計　　　　　　202人　　　　　 171人

2 給料表の見直し
社会経済情勢や他の自治体病院の給与等を踏まえ、給

料表の見直しを行ないます。
・看護師職に医療職員給料表を導入（H26.4.1）

3 勤務体制の見直し
看護体制の３交代制から２交代制への移行及び病院の

診療体制に見合った職員の配置を図ります。
・3交代制勤務から2交代制勤務へ移行（H20.6.1）

4 時間外勤務手当の抑制
職員の勤務状況、業務内容を常に精査し時間外勤務手

当の抑制に努めます。
・病棟引き継ぎ事務の軽減

外部委託について更なる推進を図るとともに、現在外
部委託しているものにあっても委託内容を精査し、経費
節減を図ります。

・ボイラー業務の全面委託
・病棟使用状況に応じた委託業務の見直し

  病棟、外来クラーク業務委託から直営による対応 ・病棟・外来クラーク業務委託を直営化

  スポット契約の変更による削減 ・機器の使用に応じた保守業務のスポット契約（RI）

6 薬品・材料費の節減
薬剤・材料の他院との共同購入の検討や購入コスト節

減に向けての対応を図るとともに、遊休品、死蔵品の発
生防止を図り、適正な在庫管理に努めます。

・定数配置薬品、材料の定数管理の見直し
・自治体病院広域化・連携検討会議における共同購入等
の検討

7
外来処方箋の調剤を完
全院外実施

外来処方箋の調剤を完全に院外実施とすることによ
り、薬品購入を減らすとともに、薬局業務の見直しを図
ります。

・外来について院外処方の完全実施

8 管理的経費の節減
光熱水費、消耗品費、印刷費などの管理的経費にあっ

ては、常日頃より経費節減に努めるとともに、購入単価
についても精査を図り、コスト削減に努めます。

・節電対策の推進
・見積もり合わせによる購入単価の決定

（３）支出の抑制（３）支出の抑制（３）支出の抑制（３）支出の抑制

取　組　実　績

5 外部委託の推進

項　目№ 取　組　内　容

取　組　実　績№ 項　目 取　組　内　容
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